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改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

業務改革モデルプロジェクト
（窓口業務のアウトソーシング、総合窓口の導入、庶
務業務の集約化）

業務改革モデルプロジェクトを、平成２８年度
及び平成２９年度にそれぞれ７団体実施。（平
成２８年度、２９年度予算額各１億円）
平成２９年度業務改革モデルプロジェクトにお
いて、複数自治体での広域的な取り組みを採
択（滋賀県草津市、大阪府河内長野市、福岡
県須恵町）
（順調）

平成30年度においても、引き
続き同数程度の団体で業務
改革モデルプロジェクトを実
施予定（概算要求額１億円）
平成30年度業務改革モデル
プロジェクトにおいても、複数
自治体での広域的な案件の
応募を促進。

歳出効率化効果の算定のフォーマットを更に検討す
るとともに、引き続きプロジェクト参加団体以外も含め、
業務分析の手法を用いた先進団体における算定結果
を公表

歳出効率化効果に関し、「業務改革モデル
プロジェクト」を通じて、以下の課題が明らか
になった。
●「窓口業務」は、職員の兼務、複数の部署
への分散など、その範囲は一義的に決まらな
い。また、従事職員の正規・臨時・民間の構成
割合も多様。
● 「窓口業務改革」の内容・範囲についても
一義的に決まっていない。よって、一律の効果
指標設定では実態と乖離。
（一例）
・鳥取市・・・届出を総合窓口でワンストップで

受け付けし、各担当課が同時並行
処理する体制を導入

・草津市・・・基幹システムを共同利用する近
隣団体との共同アウトソーシング
に向けた事務の集約を検討

・別府市・・・特定の出張所の窓口業務に関し、
社会福祉法人が受託し、障がい者
を雇用して業務実施を検討。

上記課題を踏まえ、ＢＰＲ実施団体毎に公表
する歳出効率化効果の指標例について検討。
（順調）

○ 「業務改革モデルプロ
ジェクト」の成果を横展開す
るため、同プロジェクトによる
BPR実施団体の具体的な取

組と、その取組を踏まえた歳
出効率化効果の指標例の組
み合わせを、分かりやすい形
で周知を図る。

窓口業務以外での民間委託に係る先進自治体の調
査・実態把握等、自治体への情報提供。
窓口・庶務業務以外での民間委託促進に係る検討・
方針決定

●先進事例の横展開については、毎年「地方
公共団体における行政改革の取組」を取りま
とめ、総務省HPで公開するとともに、改革工
程表（「都道府県と協力した全国展開の推
進」）に沿って、都道府県・政令指定都市の行
革担当課及び都道府県市町村担当課へのヒ
アリングを実施し、個々の団体の取組状況や
今後の対応方針・課題に対応した先進的な取
組を助言・情報提供。
●民間委託や指定管理者制度等、業務改革
の状況や今後の対応方針について「見える
化」し、全国及び類似団体と比較可能な形で
公表（平成28年4月1日時点の状況を平成29
年3月30日に公表）。
（順調）

●平成２７年８月に発出した
総務大臣通知を踏まえ、窓
口・庶務業務以外での民間
委託等の外部資源の活用方
策について検討。

総務省行政管理局の標準委託仕様書（案）策定との
連携
・総務省行政管理局策定の標準委託仕様書（案）等に
ついて、モデル自治体における窓口業務のアウトソー
シングへの活用可能性とその検証結果提供

標準委託仕様書（案）について、業務改革モ
デルプロジェクト実施団体に意見照会を行い、
その結果を仕様書（案）の検討に反映。
（順調）

平成29年度中に完成予定の
標準委託仕様書の活用につ

いて、業務改革モデルプロ
ジェクト実施団体に検討を依
頼。

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：⑪民間の大胆な活用による適正な民間委託等の加速

改革工程の進捗状況
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ＫＰＩの状況

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：⑪民間の大胆な活用による適正な民間委託等の加速

ＫＰＩ
目標値
（達成時

期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

窓口業務のアウトソーシングなど汎用性の
ある先進的な改革に取り組む市町村数 - － - －

①－１窓口業務のアウトソーシング
2020年

度までに
416団体

301団体
（2017年４月速報値）

B
2017年４月確報値は、2018年３月

頃に公表。

①－２ 総合窓口の導入
2020年

度までに
370団体

215団体
（2017年４月速報値）

B
2017年４月確報値は、2018年３月

頃に公表。

② 庶務業務の集約化
2020年

度までに
286団体

413団体
（2017年４月速報値）

A
2017年４月確報値は、2018年３月

頃に公表。

第
二
階
層

歳出効率化の成果（事後的に検証する指
標） ― ― N

○ 「業務改革モデルプロジェクト」
によるBPR実施団体が試算・公表
した歳出効率化効果は、窓口業務
改革実施後の実績ベースで把握・

公表する予定。
○ 「業務改革モデルプロジェクト」
実施団体以外の自治体について
も、窓口業務改革実施後の実績

ベースで把握できる歳出効率化効
果については、一覧にまとめて公

表することを検討。
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